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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
 

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 1,083 △22.6 △208 ― △194 ― △451 ―

20年3月期 1,399 △17.1 △85 ― △79 ― △201 ―

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当た

り当期純利益

自己資本当期純利

益率

総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △12,978.59 ― △118.9 △33.9 △19.3

20年3月期 △5,797.86 ― △24.4 △7.1 △6.2

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 574 379 66.1 10,918.08

20年3月期 1,126 828 73.5 23,808.27

（参考） 自己資本   21年3月期  379百万円 20年3月期  828百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △180 6 △15 331

20年3月期 △101 △151 △39 521

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金
配当金総額

（年間）

配当性向

（連結）

純資産配当

率（連結）
（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

22年3月期 

（予想）

― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 

（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

1株当たり当期

純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 

連結累計期間

517 △8.8 △77 ― △74 ― △77 ― △2,230.03

通期 1,114 2.8 △88 ― △83 ― △90 ― △2,605.37



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変

更に記載されるもの） 

〔(注) 詳細は、21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ― 社 （ 社名 ） 除外 ― 社 （ 社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期  34,800株 20年3月期 34,800株

② 期末自己株式数 21年3月期  ―株 20年3月期  ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

 
 

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 185 △9.0 15 △19.4 32 14.0 △473 ―

20年3月期 203 △71.2 18 ― 28 ― △27 ―

1株当たり当期純利益

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益

円 銭 円 銭

21年3月期 △13,596.24 ―

20年3月期 △791.59 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 512 489 95.6 14,075.77

20年3月期 1,035 962 93.0 27,672.01

（参考） 自己資本 21年3月期  489百万円 20年3月期  962百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実績等は、業績

の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

・当社は、平成19年３月１日付で純粋持株会社体制へ移行しております。これにより、平成19年３月期の個別業績は持株会社体制移行前の株式会社バル

ク（平成18年４月１日～平成19年２月28日）の実績と持株会社体制移行後の株式会社バルクホールディングス（平成19年３月１日～平成19年３月31日）の

実績を加味したものであり、平成20年３月期の業績は持株会社体制移行後の株式会社バルクホールディングスの実績となっておりますので、ご留意下さ

い。 



当連結会計年度におけるわが国経済は、米国に端を発した金融危機が急激なスピードで全世界の実体

経済へ深刻な影響を及ぼし、当社グループを取り巻く経営環境は、かつてないほど厳しいものとなりま

した。 

 コンサルティング関連市場につきましては、需要はあるものの企業収益の悪化や景気の後退懸念から

コンサルティングおよびＩＴシステムの導入に慎重になる企業が大幅に増加しました。 

 マーケティングリサーチ関連市場につきましては、インターネットリサーチの認知度および信頼度が

向上したのに伴い、競合他社の増加および低価格化の傾向をより強めてまいりました。 

 このような環境下で当社グループは、継続的な企業価値の向上と最大化を目指し、「連結経営基盤の

確立」「収益構造の改善」「内部統制の強化」を重点施策として取り組んでまいりました。 

 また、「経営企画室におけるあらゆる命題を、ＩＴと革新的なコンサルティング手法により総合的に

支援すること」を目的として経営革新システム事業部を発足し、企業がその成長過程で直面する様々な

問題を解決するために、当社グループの全企業および全事業部が一体となってサービスを提供できる体

制を確立しました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は1,083,888千円（前期比22.6％減）、営業損失は208,828千円

（前年同期85,990千円）、経常損失は194,883千円（前年同期79,535千円）、当期純損失は451,654千円

（前年同期201,765千円）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。 

①コンサルティング事業 

情報セキュリティコンサルティング分野は、平成17年４月の個人情報保護法の施行を契機に需要が大

幅に増加し、プライバシーマークの取得企業が約10,000社、ＩＳＯ27001の取得企業が約3,000社となり

ました。当社グループは取得支援後の継続維持にも力を入れており、当社独自のe-ラーニングシステム

「Ｖ ＳＴＵＤＹ」による教育・研修支援、取得後の改善事項に対応した監査支援、定期的な審査・更

新の支援を提供しております。また、当社グループが定期的に開催しておりますセミナーの参加社数を

みておりますと、企業の意識の高さや社会的責任を感じますが、世界的な金融不安等による企業収益の

悪化や景気の後退懸念によりコンサルティングおよびＩＴシステムの導入に慎重になる企業が大幅に増

加しました。 

内部統制コンサルティング分野は、平成21年３月期が日本版ＳＯＸ法の適用初年度となり、当社グル

ープの強みでありますＩＴを活かしたツール「内部統制文書化支援ツール Ｖ ＳＯＸ」「内部統制有効

性評価支援ツール Ｖ ＦＬＯＷ」は、ユーザーの目線から簡単に操作できるように作成しており、既に

導入して頂きました企業からは支持を得ております。しかし、株価の低迷や企業収益の悪化等により平

成20年の倒産企業の件数は大幅に増加し、また、新規上場企業数も平成19年の約130社に比べ、平成20

年は約60社に減少したこともあり、コンサルティングおよびＩＴシステムの導入に慎重になる企業が大

幅に増加しました。 

事業戦略コンサルティング分野は、マーケティングリサーチ事業のアンケート調査により収集された

人間の"感性データ"を分析する「感性投入による意思決定手法」等、当社グループの強みを活かした独

自の分析手法を用いて事業を展開しております。その中で、企業収益の悪化や景気の後退懸念から事業

戦略や商品戦略を見直す企業が出始めたこと、コンサルティング実績に対する評価が徐々に表れ始めて

きたことにより、堅調な業績推移となりました。 

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析



以上の結果、当事業の売上高は303,775千円（前期比53.3％減）、営業損失は51,717千円（前年同期

利益135,081千円）となりました。 

②マーケティングリサーチ事業 

マーケティングリサーチ市場は、引続き競合他社の増加や低価格化の傾向がありますが、専任のリサ

ーチャーが調査の企画設計から実査、分析、報告書の作成までを一貫してサポートすることによる高品

質なサービスの提供や差別化戦略の１つである商品企画の支援やセミナーの開催に取り組んでまいりま

した。 

 マーケティング戦略支援につきましては、潜在ニーズを発掘する調査や消費者の購買行動把握の調査

などをマーケティングリサーチ事業部が担い、消費者心理を掴み、その方向性から最適な戦略立案を事

業戦略コンサルティングを手掛ける株式会社アトラス・コンサルティングが行っており、それぞれ専門

分野に特化した２つの企業が協力して支援しております。 

 また、重点施策の１つであります「収益構造の改善」として、ホームページを活用したプロモーショ

ン活動による新規顧客の獲得、新たな商品パッケージの開発、内製化による外注費の削減に取り組んで

まいりました。 

以上の結果、当事業の売上高は780,113千円（前期比4.1％増）、営業利益は56,450千円（前期比

12,046.4％増）となりました。 

（次期の見通し） 

①全般的な見通し 

次期の見通しにつきましては、世界的な景気の減速と金融市場の混乱を背景に厳しい局面が続くもの

と予想されます。 

 当社グループを取り巻く経営環境も、実体経済の悪化を受けて設備投資の延期や抑制が強まるなど、

当面厳しい状況が続くものと思われますが、当社グループの主力事業の営業活動および受注活動の強

化、ＩＴを活かしたツールの開発や販売、収益構造の改善に努めて業績回復を図ってまいります。 

②主要事業の見通し 

＜コンサルティング事業＞ 

情報セキュリティコンサルティング分野および内部統制コンサルティング分野につきましては、実体

経済の悪化を受けて設備投資の延期や抑制が強まるなど当面厳しい状況が続くものと思われますが、定

期的に開催しておりますセミナーの集客やホームページへの問合せ件数から判断しますと、各企業の情

報セキュリティに対する関心や責任感は依然として高く、需要は増えていると思われます。 

 事業戦略コンサルティング分野につきましては、企業収益の悪化や景気の後退懸念から事業戦略や商

品戦略を見直す企業が出始め、今後もその需要は増えていくと思われます。 

＜マーケティングリサーチ事業＞ 

インターネットリサーチの認知度および信頼度が向上したのに伴い、競合他社の増加および低価格化

の傾向は依然として続くものと思われます。 

 また、消費者の趣向の多様化および商品サイクルの短期化により、商品企画の需要は増加傾向にある

と思われますので、事業戦略コンサルティングを手掛ける株式会社アトラス・コンサルティングと共同

で事業を展開していくことによりグループ企業としての強みを活かしてまいります。 



以上のことから、平成22年３月期の連結業績見通しにつきましては、次のとおり計画しております。 

 

（注）上記の平成22年３月期予想数値は、いずれも業界の動向、国内及び海外の経済状況、為替相場などの要因につ

いて、現時点で入手可能な情報を基に行った見通しであります。そのため、上記の業績予想数値は、これらの

要因の変動により大きく異なる場合があります。 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、331,174千円減少し、485,524千円となりました。これは、

主として現金及び預金が91,049千円、売掛金が94,047千円、有価証券99,728千円が減少したことなどに

よります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、219,939千円減少し、88,287千円となりました。これは、

主として貸倒引当金が47,500千円増加したものの、ソフトウェアが42,034千円、ソフトウェア仮勘定が

90,962千円、のれんが52,986千円、長期未収入金が52,500千円減少したことなどによります。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、85,940千円減少し、146,089千円となりました。これは、

主としてポイント引当金が17,666千円増加したものの、支払手形及び買掛金が27,346千円、短期借入金

が50,000千円、前受金が20,897千円減少したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、16,987千円減少し、48,955千円となりました。これは、主

として長期借入金が30,089千円増加したものの、役員退職慰労引当金が51,584千円減少したことなどに

よります。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて448,578千円減少し、379,949千円となりました。これは、

利益剰余金が451,654千円減少したことなどによります。 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

190,777千円減少し、331,038千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

[営業活動によるキャッシュ・フロー] 

営業活動の結果、使用した資金は180,921千円となりました。支出の主な内訳は、税金等調整前当期

純損失421,545千円、貸倒引当金の減少49,284千円、役員退職慰労引当金の減少51,584千円、債務保証

履行による支出100,102千円であり、収入の主な内訳は、減価償却費64,573千円、債務保証損失100,102

千円、関係会社株式売却損76,309千円、のれんの減損損失39,776千円、長期未収入金の減少52,500千

平成21年３月期 平成22年３月期 当期比

（実績） （予想） 比較増減 増減率

（千円） （千円） （千円） （％）

 コンサルティング事業 303,775 308,050 4,274 1.4

  マーケティングリサーチ事業 780,113 806,330 26,216 3.4

 売上高 1,083,888 1,114,380 30,491 2.8

 営業利益 △208,828 △88,460 120,367 ―

 経常利益 △194,883 △83,278 111,605 ―

 当期純利益 △451,654 △90,666 360,987 ―

(2) 財政状態に関する分析



円、固定資産除却損68,921千円、未収還付消費税等の増加37,566千円によるものであります。 

[投資活動によるキャッシュ・フロー] 

投資活動の結果、取得した資金は6,058千円となりました。収入の主な内訳は、貸付金の回収による

収入21,350千円、役員保険解約による収入10,812千円であり、支出の主な内訳は、連結の範囲の変更を

伴う子会社株式の売却による支出22,175千円によるものであります。 

[財務活動によるキャッシュ・フロー] 

財務活動の結果、使用した資金は15,915千円となりました。支出の内訳は、短期借入金の純減少額

50,000千円、長期借入金の返済による支出15,915千円であり、収入の内訳は、長期借入れによる収入

50,000千円によるものであります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 

自己資本比率           ：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュフロー 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債

は、連結貸借対照表に計上されている負債の利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連

結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※平成18年３月期、平成20年３月期、平成21年３月期につきましては、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスのため、キャッ

シュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・ガバレッジ・レシオの表示はしておりません。 

当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化及び競争力の確保を経営の重要課題の一つ

として位置づけております。当社グループは現在、成長過程にあり、そのため、内部留保の充実を図

り、これを事業の効率化・競争力強化と事業規模の拡大のための投資等に充当し、なお一層の業容拡大

を目指すことが、株主に対する将来の利益還元に繋がると認識しております。かかる認識から、創業以

来配当は実施しておりません。従って、当面は内部留保の充実を優先した配当政策を継続する予定です

が、財政状態及び経営成績とのバランス及び内外の事業環境を総合的に考慮し、できるだけ早い時期に

配当の実施を行い、株主に対する利益還元を目指す所存であります。 

当社グループの事業展開上のリスクついて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考え

られる主な事項を記載しております。また、当社グループとしては必ずしも事業上のリスクとは考えて

いない事項についても、投資判断の上で、あるいは当社グループの事業活動を理解する上で重要と考え

られる事項については、情報開示の観点から記載しております。 

 当社グループは、これらリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避および万が一発生した場

合でも当社業績および財務状況に与える影響を最小限にすべく、その対応に努める方針でありますが、

当社株式に関する投資判断は、本項以外の記載内容も併せて慎重に検討した上で行う必要があります。 

 なお、以下の記載は当社グループの事業等および当社株式への投資に係るリスクを全て網羅するもの

平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 69.7 83.0 71.4 73.5 66.1

時価ベースの自己資本比率 ― 595.7 93.8 47.9 36.6

キャッシュ・フロー対有利子 

負債比率

16.7 ― 107.3 ― ―

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ

178.3 ― 74.1 ― ―

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク



ではありません。また、将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末において判断したもの

であります。 

①経営戦略リスク 

ａ．関連する法規制について 

今日わが国においてインターネットサービス事業を営むにあたっては「電気通信事業法」が適用され

る場合がありますが、現時点において当社グループが行う主要事業について同法に基づく届出等は必要

なく、事業を継続する上で同法に基づく重大な制約を受ける事項はありません。  

 しかし、わが国のインターネットビジネスにおける個人情報の保護や不正アクセス対策等の法的不備

が各方面から指摘されているため、今後、他の諸外国と同様に、各種法的整備や自主規制の導入が進む

可能性があります。  

 このような場合、当社グループの業務が新たな法規制や自主規制により制約を受けたり、遵守のため

のコストが増加したりするなどの事態が生じて、当社グループの業務の円滑な遂行が妨げられたり経営

成績に影響が生じたりする可能性があります。 

ｂ．市場環境について 

情報セキュリティコンサルティング事業は、近時の個人情報保護の強化に向けた立法、各種規格の制

定等の動向を反映し、プライバシーマークの認定取得を入札や取引の要件とする官公庁や大手企業が増

加してきております。しかし、新規参入企業の増加や各企業における業績悪化の影響により、当社グル

ープの受注減少やコンサルティングフィーの低下につながる可能性があります。 

 マーケティングリサーチ事業では、インターネットリサーチの知名度および信頼度の向上とともに、

新規参入企業の増加や価格競争の激化が進んでおり、当社グループの受注単価の低下につながる可能性

があります。また、クライアント企業の業績が悪化した場合、マーケティングリサーチ予算等が削減さ

れる可能性があり、その場合、当社グループのマーケティングリサーチ事業が大きな影響を受ける可能

性があります。 

c．人材について 

当社グループの重要な経営資源の一つとして人材を位置づけ、高付加価値サービスの維持継続のため

には優れた人材の確保・育成とその能力を充分に引き出せる制度・環境を整備することが重要と考えて

おり、知識経験の豊富な人材の中途採用や社内研修など人材育成のための人事制度および労働環境の整

備に取り組んでおりますが、顧客のニーズに応えうる人材の確保・育成が想定どおりに進まなかった場

合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、当社グループは、高度なノウハウを蓄積しているため、従業員との間で秘密保持契約を締結す

る等、業務上知り得た情報の漏洩を防止するための諸施策を講じております。しかしながら、人材流出

等により当社グループのノウハウ等が外部に流出し、第三者が当社グループと類似するサービスの提供

を行う可能性は否定できません。このような事態が生じた場合には、当社グループの事業及び業績に影

響を与える可能性があります。 

d．投資について 

純粋持株会社として事業子会社への投資によりグループの価値向上を図っております。また、将来の

事業機会を睨み事業会社への出資をしておりますが、事業子会社および投資先の業績悪化や倒産などの

事象が発生した場合、会計上減損処理を行うことやその出資した金額が回収できないことがあり、ま

た、時価のある株式は時価が変動することにより、当社グループの財政状態に影響を与えます。 

e．小規模組織であることについて 



平成21年３月31日現在における当社グループ組織は、取締役３名、監査役３名、正社員42名と小規模

であり、内部管理体制もこのような規模に応じたものとなっております。 

 今後、事業の拡大に伴い人員増強を図るとともに人材育成に注力し、内部管理体制の一層の強化を図

っていく方針ではありますが、これらの施策が適時適切に行えなかった場合には、当社グループの事業

展開及び業績に影響を与える可能性があります。 

②ハザードリスク 

大規模な自然災害などの事態が発生した場合に備えて緊急時対応規程、事業継続管理規程を制定し、

緊急時体制や対応方針および円滑な事業継続に向けての体制などの構築に取り組んでおりますが、想定

を超える広域災害等の発生によりオフィスや人員等の経営資源に大きな損害が生じ、当社グループの業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

③オペレーションリスク 

a．情報セキュリティについて 

当社グループは、モニター会員に対して個人情報の登録を求めており、これらの情報をデータベース

化して蓄積しているため、これらの情報の保護及び保全が必要になります。そのため、当社グループで

は、これらの情報の外部への漏洩や外部からの不正アクセスを防止するため、ファイヤーウォールシス

テムの構築や情報へのアクセス管理の徹底などの方策をとるとともに、サーバー監視を24時間体制で行

い、さらに24時間に1度のデータバックアップを実施してデータの破壊や情報の消失等の事態に備えて

います。  

 しかし、自然災害、事故、盗難、紛失、不正アクセスやコンピューターウィルス、システムの誤作動

等の要因によって、データの漏洩・破壊やコンピューターシステムの利用が不可能になるなどの事態が

発生した場合には、モニター情報やコンピューターシステムが利用できなくなるなどして、業務の円滑

な処理に重大な影響が生じる可能性があります。  

 また、万一、モニター会員などの個人情報の漏洩や不正アクセス等の事態が生じた場合には、当該モ

ニター会員などに対し損害の補償・回復措置その他の対応を行うことが必要となる可能性が生じるにと

どまらず、当社グループが主要業務として提供する個人情報保護の為の諸施策に対する信頼が著しく損

なわれ、事業の遂行や当社の経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。 

b．知的財産権について 

当社グループは、第三者の知的財産権の侵害を行わないように留意して業務を遂行しておりますが、

特に登録が義務付けられていない著作権に関し権利の存在につき認識を欠いたり、知的財産権の内容や

効力が及ぶ範囲、知的財産権の成立の有効性について見解が相違したりすること等により、結果的に当

社グループが第三者の知的財産権を侵害することになる可能性は皆無ではありません。  

 このような場合、当該第三者より損害賠償、使用差止め等の請求を受けたり訴えを起こされたりする

可能性があり、または、当該知的財産権につき必要なライセンスが受けられなかったり、ライセンスに

対して高額の対価の支払い義務を負う等の事態が発生したりする可能性があり、当社グループの事業の

遂行、事業展開、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

④財務リスク 

a．新株予約権の行使による株式価値の希薄化について 

当社は、業績向上に対する役職員の意欲や士気を高めることなどを目的としてストックオプション制

度を採用しており、旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づく新株予約権を当社グルー

プの取締役及び従業員に付与しているほか、主幹事証券会社にも付与しております。  



 

 当該新株予約権が行使された場合、保有株式の株式価値が希薄化し、株価に影響を及ぼす可能性が

あります。  

 当連結会計年度末現在、ストックオプション等に係る潜在株式を含めた潜在株式数は1,960株であ

り、発行済株式総数34,800株の5.6％に相当しております。 

(5) 継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、当連結会計年度において214,790千円の営業損失および180,921千円のマイナスの営

業活動によるキャッシュ・フローを計上し、２期連続の営業損失およびマイナスの営業活動によるキャ

ッシュ・フローとなり、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような

事象が存在しております。 

当連結会計年度の営業損失は、情報セキュリティコンサルティング分野および内部統制コンサルティ

ング分野において販売計画が未達であったことなどによるものであります。 

 当社グループは、当該営業活動によるキャッシュ・フローの減少を最小限に抑えるべく、以下の施策

を実施してまいります。 

a．既存事業の強化 

当社グループの主力事業である情報セキュリティコンサルティング事業の営業強化に注力してまいり

ます。情報セキュリティコンサルティング事業におきましては、現在までに約1,000社のプライバシー

マーク及びＩＳＯ27001のコンサルティング実績がありますので、セミナーの開催や紹介案件だけでな

く、ホームページを活用したプロモーション活動で新規顧客の誘引を実施してまいります。 

b．事業経費の削減 

すでに当連結会計年度において役員退職慰労金制度の廃止および固定費の削減を実施いたしました。

また、今後は事業規模に見合った固定費および適正な人員構成とするために、役員報酬の削減や賃金体

系の見直し等を実施してまいります。 

c．新規事業の推進 

「経営企画室におけるあらゆる命題を、ＩＴと革新的なコンサルティング手法により総合的に支援す

ること」を目的として経営革新システム事業部を新たに発足しました。今後は、ＩＴと当社グループが

培ってきたコンサルティングのノウハウを駆使し、例えば適正在庫を自動的に判断するシステムの構築

といった企業が直面するあらゆる問題に対して取り組んでまいります。 



 

当社グループは、持株会社である株式会社バルクホールディングス（当社）及び連結子会社３社によ

り構成されており、情報セキュリティ及び内部統制、事業戦略を支援する「コンサルティング事業」

と、各種調査手法により国内外のマーケティングリサーチを行う「マーケティングリサーチ事業」の２

つの事業を営んでおります。 

当社グループの状況及び主な事業内容は次のとおりであります。なお、これらは事業の種類別セグメ

ントと同一の区分であります。 

 

（注）連結子会社でありました㈱ベル・マーケティング・サービスは、グループ全体の今後の経営戦略を鑑みて事業

の効率化ならびに財務リスクの低減化を図るために平成20年12月24日において全株式を譲渡し、連結の範囲か

ら除外しております。 

 

2. 企業集団の状況

区分 会社名 事業内容

当社 ㈱バルクホールディングス ・株式等の保有を通じた企業グループの管理・運営

連結子会社 ㈱バルク

・情報セキュリティマネジメントシステム構築支援業務、内部統 

 制システム構築支援業務、継続・維持サポート 

・情報セキュリティシステムの実装に関する設計、開発、製造、 

 販売及びコンサルティング 

・ジェネクサス事業 

・インターネットによるマーケティングリサーチ業務

連結子会社 日本データベース開発㈱

・辞書開発事業、コンテンツ事業、電子図書館支援事業及び 

 システム開発・運用支援事業

連結子会社 ㈱アトラス・コンサルティング ・事業戦略コンサルティング



 

当社グループは、経営理念および社名の語源である「価値創造(Value Create)」を基に、価値創造の

支援活動を通じて業績の向上を実現して企業価値を高めることで、株主をはじめとしたステークホルダ

ーへ利益を還元していくことが重要であるとの基本的な考え方を持っております。 

 また、永続的な企業価値の向上を遂げるために、「マーケティングリサーチ」「コンサルティング」

「ＩＴ」の３つの事業領域に特化し、顧客の成長段階に合わせた支援活動を行うことで適確にニーズに

応えていくことを経営の基本方針としております。 

 さらに、株主の皆様の期待に応えることは企業として最重要課題と認識しており、柔軟でスピード感

のある事業展開に加えて、コーポレート・ガバナンスの強化にも積極的に取り組み、経営の健全性と透

明性の確保に努めてまいります。 

当社グループは、財務体質の強化と企業価値の向上を経営目標としており、ＲＯＥ(自己資本利益率)

の継続的な向上を重視しております。新規顧客の開拓や既存顧客との取引の拡大、優秀な人材の採用及

び収益性の高い業務の受注などにより、売上高の確実な伸長と利益の拡大を目指し、ＲＯＥの上昇によ

る企業価値の向上を目指してまいります。 

当社グループは、コンサルティング事業に関しては、依然としてコンサルティング及びＩＴ投資需要

が堅調にあるものの、昨今の経済情勢の悪化を期に、一層激しさを増す受注競争に対応することが必要

と考えております。また、マーケティングリサーチ事業に関しては、競合企業の増加による受注単価の

低価格化および受注競争に対応することが必要と考えております。 

 こうした状況を踏まえ、当社グループは「収益構造の改善」「内部統制の強化」「連結経営基盤の確

立」を３つの柱とした長期ビジョンを見据えつつ、この環境下でグループ全体の事業体質の強化と新た

なビジネスモデルの追求を目指す中長期戦略を打ち出し、取り組んでまいります。 

当社グループを取り巻く経営環境につきましては、世界的な金融市場の混乱を背景とした実体経済の

悪化により、コンサルティングやＩＴシステムの導入に慎重になる企業が増えるなど今後も厳しい状況

が予想されます。 

 このような経営環境のなか、当社グループは、特に「収益構造の改善」を重点課題として取組んでま

いります。 

 コンサルティング事業に関しましては、「情報セキュリティ」「内部統制」といった「守りの支援」

から、「事業戦略」といった「攻めの支援」まで手掛けており、企業の成長段階に合わせた支援を提供

できる体制になっておりますので、今後は「ＩＴ」を活かした支援の開発およびホームページやセミナ

ー等による受注活動を展開してまいります。 

 マーケティングリサーチ事業に関しましては、新たなリサーチ手法の開発、事業戦略コンサルティン

グと共同で行う商品企画領域での差別化およびブランド化、ホームページやセミナー等による受注活動

を展開してまいります。 

該当事項はありません。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項



 

4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】 

(単位：千円) 

前連結会計年度 

(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 268,434 177,384 

受取手形及び売掛金 214,455 123,473 

有価証券 253,382 153,654 

仕掛品 8,781 9,276 

原材料及び貯蔵品 168 666 

前払費用 12,512 － 

繰延税金資産 15,571 1,084 

未収消費税等 42,209 － 

その他 6,232 22,906 

貸倒引当金 △5,049 △2,920 

流動資産合計 816,698 485,524 

固定資産 

有形固定資産 

建物附属設備 4,118 3,285 

減価償却累計額 △2,101 △1,756 

建物附属設備（純額） 2,017 1,528 

工具、器具及び備品 14,778 14,270 

減価償却累計額 △12,139 △12,541 

工具、器具及び備品（純額） 2,638 1,729 

有形固定資産合計 4,656 3,258 

無形固定資産 

電話加入権 1,438 1,147 

ソフトウエア 59,558 17,523 

ソフトウエア仮勘定 103,622 12,660 

のれん 52,986 － 

無形固定資産合計 217,605 31,331 

投資その他の資産 

投資有価証券 23,772 － 

長期貸付金 － 5,000 

敷金及び保証金 52,340 47,462 

長期前払費用 1,414 － 

繰延税金資産 4,138 1,001 

長期未収入金 52,500 － 

その他 4,299 5,234 

貸倒引当金 △52,500 △5,000 

投資その他の資産合計 85,965 53,697 

固定資産合計 308,227 88,287 

繰延資産 

その他 1,574 1,181 

繰延資産合計 1,574 1,181 

資産合計 1,126,500 574,993 



 

  

 

(単位：千円) 

前連結会計年度 

(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成21年３月31日) 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 50,162 22,816 

短期借入金 50,000 － 

1年内返済予定の長期借入金 － 3,996 

未払金 5,734 27,062 

未払費用 30,518 11,230 

未払法人税等 14,717 11,436 

未払消費税等 1,615 － 

預り金 7,445 － 

賞与引当金 5,084 3,319 

ポイント引当金 21,024 38,691 

前受金 39,984 － 

その他 5,741 27,537 

流動負債合計 232,030 146,089 

固定負債 

長期借入金 － 30,089 

退職給付引当金 14,358 15,158 

役員退職慰労引当金 51,584 － 

その他 － 3,708 

固定負債合計 65,942 48,955 

負債合計 297,972 195,044 

純資産の部 

株主資本 

資本金 514,451 514,451 

資本剰余金 459,310 459,310 

利益剰余金 △142,157 △593,812 

株主資本合計 831,603 379,949 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △3,076 － 

評価・換算差額等合計 △3,076 － 

純資産合計 828,527 379,949 

負債純資産合計 1,126,500 574,993 






































































